
令和元年１０月 

経済産業省 

商務・サービスG 

人生100年時代 FORUM 2019 

生涯現役社会の構築  
  

— 高齢化の進展と疾患の性質変化を踏まえて — 
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高齢化の現状  ＜2015年＞ （201ヵ国・地域） 
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高齢化率：全人口に占める 
       65歳以上人口の比率 

国・地域 2015年 
1 日本 26.0 

2 イタリア 22.4 

3 ドイツ 21.1 

4 ポルトガル 20.7 

5 フィンランド 20.3 

6 ブルガリア 20.1 

7 ギリシャ 19.9 

8 スウェーデン 19.6 

9 ラトビア 19.3 

10 デンマーク 19.0 
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高齢化率 > 35％ 

超超高齢社会 

高齢化率 > 28％ 

高齢化の進展 ＜2060年の推計＞   

国・地域 2060年 

1 日本 38.1  
2 韓国 37.1 

3 台湾 36.8 

4 シンガポール 35.8 

5 ポルトガル 35.8 

6 ポーランド 35.6 

7 ギリシャ 35.5 

8 スペイン 35.3 

9 香港 35.0 

10 イタリア 33.4 

UN Estimate2017 © T Hasegawa RIFH. Japan 2 



○ 社会の高齢化率が急速に高まる中、社会保障費の拡大が財政を圧迫する要因となるとともに、労働力の減少
に伴う経済活動の停滞が懸念される。 

○ 他方、６５歳以上の高齢者人口は横ばい。急速な高齢化は若年層の減少が原因。 
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高齢者 

【日本の将来人口推計】 

日本の人口推移（超高齢社会の意味） 
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日本の人口構造（年齢層別人口割合の遷移） 

現 在 

明治維新 

資料：未来医療研究機構作成資料を一部改変 Ｃ T Hasegawa RIFH. Japan 

人口遷移 50歳を基準とした日本の人口構成 250年間の推移 

バブル経済 

50歳 

19世紀型で安定     

21世紀型で安定 

現行の社会保障制度は、 
この時期に作られた。 



高齢者の基準を75歳にした場合 
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年齢層別人口割合の遷移 
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年齢層別人口割合の遷移 

高齢者の基準を85歳にした場合 
1

8
6

8

1
8

7
8

1
8

8
8

1
8

9
8

1
9

0
8

1
9

2
0

1
9

3
0

1
9

4
0

1
9

5
0

1
9

6
0

1
9

7
0

1
9

8
0

1
9

9
0

2
0

0
0

2
0

1
0

2
0

2
0

2
0

3
0

2
0

4
0

2
0

5
0

2
0

6
0

2
0

7
0

2
0

8
0

2
0

9
0

2
1

0
0

2
1

1
0

14歳以下 

15ー49歳 

85歳以上 

50ー84歳 

100% 

80% 

60% 

40% 

20% 

20% 

40% 

60% 

0 

50歳 

現 在 

100％ 



7 

○ ８０歳近くまでは、男女ともに大半の高齢者が身体的に健康な状態を維持している。 

高齢者の健康状態と活動の状況 

年代/性別に高齢者をタイプ分けした場合の割合推移 

出所：H26高齢者の日常生活に関する調査（内閣府）、H24 就労構造基本調査 

 ■ 就労層（生きがいあり）、 ■ 非就労・生きがいあり層、  ■ 就労希望層、  ■ 無気力層、  ■ 不健康層 

人口 
(万人) 

438 439 368 276 336 454 472 422 348 629 
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男 性 
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女 性 
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「超高齢社会」における課題設定 

「超高齢社会」 「健康長寿社会」 

 高齢化率※21%超 
（単に高齢者の比率が増えただけの社会） 

 リタイア後の「余生」を送る人が増加 

 自律した生活の確立（存在意義を感じられる） 

 社会的役割と自由が確保される社会 

 医療・介護はあくまで自律をサポートする仕組み 

☆ 誰もが健康で長生きすることを望み、それが可能になれば、
社会は必然的に高齢化する。 

「高齢化」の認識 

高齢化は対策すべき 
課題ではない！ 
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与えられた時間を如何に楽しく、健康に生きるか。 

※高齢化率：全人口に占める65歳以上の人口が全人口に占める割合 

取り組むべき課題 

※ ヒトの生物学的な寿命は120年。「還暦」とは暦が一周したということ。暦が二周する120年を「大還暦」という。 

二周目の人生における「幸せの形」を見つけること。 
人生100年時代： 



女 性 

Graduate 

Decline(87.9%) 

Early 

Decline(12.1%) 

0

1
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3

63-65 66-68 69-71 72-74 75-77 78-80 81-83 84-86 87-89

 

(87.9%) 

 

 (12.1%) 

自 立 

手段的日常
生活動作に
援助が必要 

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要 

死 亡 

 出所)  秋山弘子 長寿時代の科学と社会の構想   『科学』  岩波書店, 2010 

自立度の変化パターン ① 

－全国高齢者20年の追跡調査－  

年 齢 
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男 性 

年 齢 

Graduate Decline 

(70.1%) 

Resilient (10.9%) 
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(19.0%) 
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手段的日常
生活動作に
援助が必要 

基本的＆手
段的日常生
活動作に援
助が必要 

死 亡 

自立度の変化パターン ② 

－全国高齢者20年の追跡調査－  

 出所)  秋山弘子 長寿時代の科学と社会の構想   『科学』  岩波書店, 2010 
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年 金 

医療費 

介護費・生活保護等 

 社会保障給付費の推移 

○ 社会保障給付費は年々増加しており、２０１７年度は１２０兆円を上回る水準となっている。 

○ 現在、医療給付費は2014年度の約３６兆円から２０２５年度には約５４兆円に達する見込み。 

○ 介護給付費は、2014年度の約９兆円から２０２５年度には約２０兆円に達する見込み。 

【社会保障給付費の推移】 120.4兆円  【医療給付費の見通し】 

【介護給付費の見通し】 

34.3 35.8 
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（出所）厚生労働省資料 11 （出典）国立社会保障・人口問題研究所、厚生労働省等 



超高齢社会と社会保障の現状（イメージ） 

12 © 田川秀樹 
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疾患等の原因・性質の変化 

○ 時代や社会環境の変化に伴い、疾患の性質が変化している。 

○ 疾患の変化に見合った対応が必要であり、医療行為を行う前にやるべきことがある。 

※ 医療技術が発達していなかった3000年以上前にも120歳まで生きていた人はいた！ 

栄養不足（飢餓）、不衛生、 暴力（戦争） ＜過 去＞ 

※ 感染症のウエイトが大幅に減少。   

食べ過ぎ（偏食）、運動不足、 ストレス ＜現 在＞ 

感染症、ケガ 

生活習慣病、老化 

食事、運動、信仰によって対応 

★ 経済の発展、医療技術の発達により栄養状態、衛生状態が改善するとともに、 

 多くの感染症に効果的な治療薬が発見されてきた。 

食事？ 運動？ ストレスマネジメント？ 



主な死因別に見た死亡率の年次推移 

（出典：厚生労働省 平成24年 人口動態統計月報年計(概数）の概況） 

外因性疾患：異物侵入型 

内因性疾患：細胞劣化型 

○ かつて死因の１位だった結核（感染症：外因性）は、抗生物質の使用等により急減。 

○ 近年増加しつつある疾患は主として老化（細胞劣化：内因性）や生活習慣に起因するもの。 

☆ 疾患の性質が変わりつつあることを踏まえた治療方法・治療薬の開発が必要。 

14 
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悪性新生物 
11.9% 

高血圧性疾患 
6.2% 

脳血管疾患 
6.0% 

心疾患 
6.3% 

糖尿病 
4.1% 

眼科 
3.7% 

骨折 
4.2% 

筋骨格系 

（関節等） 

7.7% 精神疾患 
6.4% 

神経系 

（アルツ 

ハイマー） 

4.5% 

呼吸器系 
（肺炎等） 

7.4% 

消化器系 
5.7% 

その他 

(腎不全、感染症等) 
25.9% 

医科診療費の傷病別内訳（2015年度） 

出典：厚生労働省「平成27年度 国民医療費の概況」 

傷病 
2015年度 
医科診療費 

悪性新生物 3兆5,889億円 

高血圧性疾患 1兆8,500億円 

脳血管疾患 1兆7,966億円 

心疾患 1兆8,848億円 

糖尿病 1兆2,356億円 

筋骨格系（関節等） 2兆3,261億円 

骨折 1兆2,503億円 

眼科 1兆1,085億円 

神経系 
（アルツハイマー等） 

1兆3,637億円 

精神疾患 1兆9,242億円 

呼吸器系（肺炎等） 2兆2,230億円 

消化器系 1兆7,170億円 

その他 
（腎不全、感染症等） 

7兆7,7774億円 

合計 30兆0,461億円 

①生活習慣病 
(34.5%) 

②老化に伴う疾患 
(15.6%) ③精神・神経の 

疾患 
(10.9%) 

【医科診療費の傷病別内訳】 

（2015年度総額 30.0兆円） 

○ 医科診療費（2015年度）の3分の1以上が生活習慣病関連。 

○ 生活習慣病関連のほか、老化に伴う疾患、精神・神経の疾患の占める割合が高い。 

生活習慣病が 
全体の3分の1以上を 

占める(34.5%) 

④器官系の疾患 
(13.1%) 

15 
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「超高齢社会」に対応した医療・介護の在り方 

高齢化の下で進む大きな変化 

医療： 治 す 
（原因を特定して取り除く） 

予防・進行管理 
（患者本人の関与が不可欠） 

介護： 足りないものを補う 
（重くなるほど給付が増える） 

自律を支える 
（自分でできることは自分で） 

誰かに何かをしてもらう。 ＜基本コンセプト＞ まずは自分で取り組む。 

Cf. 

主たる疾患の  

性質が変化  
 生活習慣病・老化型 
        内因性：マルチファクター 

  感染症型        
 外因性：シングルファクター          



 
 

患
者
の
性
質
や
状
態
に
応
じ
て
異
な
る 

健康・医療システムの今後の方向性 

○ 内因性疾患（生活習慣病／Aging Disease）のウエイトが高まる中、予防・進行抑制型の新たな健康・医療
システムを確立することが求められる。 

外因性
疾患 

内因性
疾患 

単一標的型疾患 

多因子 
関連型 
  疾患 

老化 
に伴う 
疾患 

生活習慣
に係る 
疾患 

感染症 

遺伝性疾患 

ガ ン 
（標的特異性の高いもの） 

ガ ン 

認知症 

高血圧  

糖尿病 

根 治 

早期診断 
 

進行抑制 

早期診断 
 

予 防 
 

行動変容 

＜主な疾患＞ 

○ 安全で奏功率の高い医薬品の開発 

・的確かつ迅速な診断方法の確立 等 
・効率的な治験の実施、生産技術の改善 
・レギュラトリサイエンスの推進 

○ 潜在的な患者の早期発見 

○ 病状の進行を適切に管理・抑制 

・早期診断技術の開発 
・服薬等に加え、生活指導を実施 
・データの蓄積等による進行抑制手法の確立 等  

○ 潜在的な患者の早期発見 

○ 予防を基本とする健康・医療サービス 

・定期検診、保険指導の徹底 
・IoT、AI等を用いた健康管理ツールの開発 
・薬剤師、管理栄養士等の役割強化 
・セルフケアの推進  等 

＜治療方針＞ ＜求められる取り組み＞ ＜疾患の性質＞ 
従来の医療 
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誰
で
も
同
じ 

（
標
準
治
療
） 



医 療 ： 疾患の性質変化にどう対応するか 

疾患に対するアプローチの変化 

生活習慣病 ・ 老化型 

18 

感染症型 

原因を特定して取り除く 

症状を緩和して 
様子を見る 

外因性 個別要因 
＜シングルファクター＞ 

内因性 複数要因 
 ＜マルチファクター＞ 

原因を特定して取り除く 

生活管理による 

予防と進行抑制 

取り替える（再生医療） 臓器移植 

＜発症前＞ 

＜発症後＞ 

感染症予防ワクチン 

追
加
す
る 

（
再
生
医
療
・
遺
伝
子
治
療
） 



介 護 ： 何を実現するための介護なのか 

自律と尊厳が失われていく！ 

自宅：住み慣れた場所でこれまで通り 

 → 「可能な限り生活・活動を継続する」 

目的の再確認 

最期まで自律した 
生活を目指す 
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お年寄りは弱いもの 
支えられるべきもの 

施設：介護リスクの低減 

 → 「何もさせてもらえない」 

特になし 誰かの役に立ち、「ありがとう」と言われる 役割 

食事、入浴、排泄の介助・・・ 

 「何ができ、何ができないか」を考える機会（大学等） 
支援 

自宅：引きこもり 

 → 「何もしない、することがない」 居場所 

常に自分の存在意義を確認！ 

施設：新たな活動を行う場所へ 

 → 「ワクワクすることが始められる」 

活動 

介助 

レクリエーション、読書、TV・・・ 

生きるための支援 

地域の世話役、ボランティア、農業・・・ 

自律のための支援（プログラムの提供） 

 やりたいことをサポートする 



○ 予防、健康管理に取り組みやすい環境の整備 ← 健康経営 

ポピュレーションアプローチ、リスクアプローチ 

○ 健康関連産業の育成・充実 

美味しい（食事）、楽しい（運動）、ワクワク（ストレスマネジメント）に関連する産業群の育成 

○ 社会的役割の継続（役に立ち、「ありがとう」と言ってもらえる環境の整備） 

できるかぎりこれまでの生活を維持・継続（施設の中にも役割と自律を） 

地域や近隣住民、子ども達との関わりの確保（生活に新しいワクワクを） 
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人生100年時代の医療・介護の在り方 

病気にならない            

重症化させない 

切り離さない  

○ 生活管理（患者の関与）をベースとした医療サービスの確立 

コメディカルとのワークシェア（責任と情報のシェア） 

かかりつけ医の役割の拡大（生活習慣病、老化への的確な対応） 
 
 

生
涯
を
通
じ
た
健
康
医
療
介
護
情
報
シ
ス
テ
ム
の
構
築 

→ 健康な状態を維持し続ける  

→ 早いタイミングで対応する  

→ 社会とのつながりを維持し続ける  

☆ 難病、希少疾患への医療資源の重点投入が可能に！ 

☆ 重症者に対する手厚い医療・介護体制の整備を実現！ 

患者のQOLは 

大きく向上！ 

頑張らなくても
健康に！ 

いつまでも 

生きがいを！ 



ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の市場規模（推計） 

民間保険 
サービス 患者向け 

商品・サービス* 

要支援・要介護者 
向け商品・サービス* 

終活 

看取り 

周辺サービス 

（未算出） 

ヘルスケア産業 
（患者/要支援・要介護者の生活を支援するもの） 

約15.8兆円 約17.3兆円 約20.6兆円 

16年 20年 25年 機能補完* 

健康経営 
関連 

癒 

住 

衣 

遊・学 

食 
運動* 

測* 

予防* 

知 
睡眠 

ヘルスケア産業 
(健康保持・増進に働きかけるもの) 

約9.2兆円 約10.3兆円 約12.5兆円 

16年 20年 25年 
＜出典＞経済産業省委託事業 

*データ利用の制約上、公的保険サービス等を含む 
※今後、ヘルスケア産業政策の動向等を踏まえ、随時見直しを行っていく 

公的医療保険・介護保険 

地域包括ケアシステム 

疾患/介護共通 
商品・サービス 

図表は第９回新事業創出WG（平成３０
年４月１１日）資料３より引用 
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○ ヘルスケア産業（公的保険を支える公的保険外サービスの産業群）の全体像を整理した上で、民間調査会社等
が既に試算している各産業分野の市場規模を集計し、現状及び将来の市場規模を推計。2016年は約25兆円、
2025年には約33兆円になると推計された。 

○ 予防・進行抑制・共生型の健康・医療システムには、公的保険サービスと公的保険外サービスの連携が重要。 



【参考】ヘルスケア産業（公的保険外サービスの産業群）の市場規模（推計）の内訳 

看取り 終活 
周辺サービス 

*：保険内外の切り分けが困難であり一体として試算 
**：施設向け/個人向けの区分が困難であり一体として試算 
***：要支援・要介護者向けｻｰﾋﾞｽの切り分けが困難であり一体として試算 
****：自治体/企業等の補助と個人負担の切り分けが困難であり一体として試算 

ヘルスケア産業 
(健康保持・増進に働きかけるもの) 約9.2兆円 約12.5兆円 

16年 25年 

健康経営を 
支えるサービス 

 健診事務代行 
 メンタルヘルス対策 等 

食 

 サプリメント・健康食品 
 OTC・医薬部外品 等 

運動 

 フィットネスクラブ*** 
 トレーニングマシーン 等 

予防 
（感染予防） 

 衛生用品 
 予防接種**** 等 

睡眠 

 機能性寝具 

知 
2016年 
300億円 

 ヘルスケア関連アプリ 
 ヘルスケア関連書籍・雑誌 等 

測**** 
2016年 

1兆200億円 

 検査・健診サービス 
 計測機器 等 

遊・学 

 健康志向旅行・ヘルスツーリズム 

住 

 健康志向家電・設備 

癒 

 エステ・リラクゼーションサービス 
 リラクゼーション用品 等 

機能補完* 

 メガネ・コンタクト 等 

衣 

 健康機能性衣服 等 
※当該項目についてはデータ収集が困難であり推計していな
い。 

2016年 
5,600億円 

2016年 
4,000億円 

2016年 
7,100億円 

2016年 
1,000億円 

2025年 
7,600億円 

2025年 
600億円 

2025年 
1兆1,200億円 

2025年 
5,200億円 

2025年 
1兆5,900億円 

2025年 
1,300億円 

2016年 
3兆2,000億円 

2016年 
1,500億円 

2016年 
2兆3,800億円 

2016年 
2,700億円 

2016年 
3,600億円 

2016年 
- 

2025年 
4兆1,600億円 

2025年 
1,900億円 

2025年 
3兆2,000億円 

2025年 
3,400億円 

2025年 
4,000億円 

2025年 
- 

民間保険サービス 

 第三保険 

2016年 

7兆2,200億円 

患者向け 
商品・サービス** 

 病者用食品 等 

2016年 

600億円 

要介護/支援者 
向け商品・サービス 
 介護用食品**介護旅行/支援付旅行 
 介護住宅関連・福祉用具* 等 

2016年 

8兆3,800億円 

疾患/介護共通 
商品・サービス 

 高齢者向け食事宅配サービス 

2016年 

1,200億円 

ヘルスケア産業 
（患者/要支援・要介護者の
生活を支援するもの） 

約15.8兆円 約20.6兆円 

16年 25年 

2025年 

9兆3,600億円 

2025年 

1,000億円 

2025年 

10兆8,600億円 

2025年 

2,300億円 
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○ 2016年のヘルスケア産業市場規模は、約25兆円、2025年には約33兆円になると推計された。 

○ ただし、今後新たに産業化が見込まれる商品やサービス等（例えば健康志向住居や健康関連アドバイスサービス）
は含んでいない。 



サービス提供に 
必要なツール 

ウェアラブル機器 健康食 など 

公的保険外サービス創出事例：健康への気づき（受診勧奨） 

○市主導の下、温泉旅館、商工
観光業者、医療関係者が連携
し、地域資源を活用したクアオル
ト健康ウォーキングを実施。 

 
○セルフモニタリングを要所に取り
入れ、血圧、心拍、体組成計等
を測定し、測定方法や測定値の
知識を得つつ健康への気づきを
与える工夫がなされている。 

非日常モデル 

山形県上山市における 
ヘルスツーリズム 

地域モデル 

長岡市ヘルスケアタウン 

○長岡市の中心地を拠点にし、体
力づくりイベント、タニタカフェで
の健康相談を実施。また、歩数
計の配布や、地域の飲食店がタ
ニタ食堂のレシピを活用しランチ
を提供。 

○飲食や、ウォーキング等により健
康ポイントを付与する仕組みを利
用をし、気づきにつなげる工夫を
している。 

都市モデル 

丸の内の就業者を対象にした
健康増進事業 

○東京丸の内のオフィスビル内に
「丸の内ヘルスケアラウンジ」を開
設。利用者の健康状態に合わせ
たサービスを提供。 

○利用者はラウンジ内に設置され
た体組成計やストレスチェッカーに
より自身の健康状態を把握。ラ
ウンジスタッフの丁寧なカウンセリ
ングにより、健康への気づきを促
している。 
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公的保険外サービス創出事例：運動等による健康維持 

＜介護事業者＞  

介護周辺複合サービス 
（エムダブルエス日高） 

○デイサービス事業所に、55歳以
上の一般住民も利用できるフィッ
トネスブースを併設。介護保険で
の利用者が、介護度が改善して
認定外になった場合も、予防活
動が可能。 

 
○また、地場のスーパーと連携し、
デイサービス利用者に、移動販
売による食料品販売の機会も提
供。 

認知機能低下予防サービス 
（ルネサンス、コナミスポーツ＆ライフ等） 

○フィットネス事業者は、自治体や
高齢者からの関心が高い、認知
機能低下予防のためのプログラム
を開発。 

 
○今後需要が見込める自治体等に
おける介護予防事業等での提供
を検討。 

＜フィットネス事業者＞  

（(株)ルネサンス、経産省「平成26年
度健康寿命延伸産業創出推進事
業」委託事業） 

○地域に開かれたデイサービス、産直
八百屋、ヨガスタジオを同一施設に
て展開。午前は要介護の高齢者、
午後はそのご家族など親子３世代
が集うコミュニティー。 

 
〇八百屋として初のデイサービス事業
に進出。デイサービスのランチには、
全国の提携農家による産直の機能
性野菜も提供。 

 

運動（ヨガ）×食（野菜）×介護予防 
（アグリマス） 

＜ベンチャー＞  
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超高齢社会と社会保障の将来の姿（イメージ） 
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ハイブリッド型社会の構築 

生産年齢期（15歳～64歳） 第二の社会活動期（65歳～） 

 
 
 
 
 
 
 
 

○ 経営者に対する健康経営の普及・浸透 

○ 金融市場、労働市場が健康経営を評価
する仕組み作り。 

○ 個人の健康度合いと連動する金融商品、
健康関連サービス付き保険商品等の開発。 

○ 職員自らが健康管理に取り組みやすい
環境の整備。 

○ 緩やかな経済活動への参加を可能にす
る機会の創出。 

○ 医療・介護サービスを受ける者や軽度認
知症でもできる仕事の創出。 

○ 役割を持つことができ、高齢者を病人に
しない高齢者住宅、コミュニティの整備。 

○ 医療介護の予防・重症化予防プログラ
ムの整備、充実。 
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○ 我が国においては、生産年齢人口（15歳～64歳）と高齢者（65歳～）人口が同程度となる期間が比較的長
期間継続することが予想され、こうした人口構造を前提としつつ、活力ある安定した社会を形成することが求められる。 

○ このためには、65歳以上の高齢者人口が年金制度をベースとしつつ経済活動への緩やかな参加を維持することで
自立型の経済プレーヤーとなり、生産年齢人口が競争力を有する経済活動を継続することを可能にするハイブリッド
型の社会を構築することが重要。 

生涯現役社会の実現 


